
2024-３月議会 TV視聴、 

一般質問質疑についての感想です 

 

・中長期計画のまちづくりについて 

 議員と経営部長の質疑、理論整然と整理されていてわかりやすかった

ですが、財務状況を「家計」に例えた預金/借金の説明は、すくなからず

「資産・負債」認識において、収支会計的誤謬をおこしてしまいます。 

 いわゆる、「公会計に基づく説明」（財務諸表）をすべきです。 

 

 



 

（民間財務の活動の仕組み図） 

・行政組織活動の考え方 

  また、人口減少状況に対する今後の積極的（従来の考え、対応）な答

弁がなかったのは残念でした。 

人口を増やす CF（キャッシュフロー）を拡大させる経営方策として考える

ことが大事なのではないか。 

 

現在状況から 



 財政健全化志向(収支の現会計方法の考え方)対応から脱して、中長

期的な経営計画で、まちづくりにワクワク感を持たせた、たとえば「秋津・

香澄の海辺、親水護岸地区の活用計画」などの提案など必要。 

また、今後の中長期経営戦略（第 3次計画）として予定されている 

 「鷺沼土地区画整理事業」や「津田沼の再開発事業」を計画予定してい

るのに、行政の経営戦略として位置づけ、事業実施の方策（財務戦略）を

語ってほしかったですね。 

 今後の多額な財源捻出に対する対応など。→官民連携の→公的投資、

PFI事業などの研究推進が考えられます。 

 

 行政は、健全財政指標の「施設再生計画」の質疑から、時代状況に照

らした行政の価値創造、発展を志向した政策転換へ、「収支会計」から

「公会計改革推進」へ一向に議論は進展しいないように思えた。 

 

 施設再生推進審議会の「公会計対応の答申」（２次答申）を、十分咀嚼

し、次期第３次計画は、十分な「経営目標・戦略を樹立した計画」を作成

すべきでしょう！ 

 

関係人口増に結びつく公共投資へ 



 旧庁舎跡地の市場サイディング調査、ワイズスペンディングも重要です

が、習志野市で今後、公共的にどんな施設が必要なのか、関係人口・社

会人口増加に向けた考え方、これがとっても大事なような気がします。 

 従来の財政健全化、施設再生政策にとらわれすぎています。経営的な

思考停止状態です。財政拡大、CF増、まちの価値創造（文教住宅都市

憲章の３つの教育基本施策（義務教育・社会教育・家庭教育）の充実に

むけ、先の施設再生計画施策推進によって後退させてしまった「社会教

育」の後退、市民のコミュニティ意識醸成を担う公民館・図書館・博物館

の復元、充実、設置を果たす。 

 

 過去に習志野の市民主体のコミュニティ政策(文教住宅憲章のまちづく

り)を象徴する機能(総合図書館・情報センター、美術館、郷土資料館)等

をまちづくりの文化ブランド(＝ねぐらから創造的な文化輝く街)として設置

することを検討すべきでしょうね。 

 県下で歴史史料、文化財資料、美術絵画工芸品等を収蔵する博物館

や資料館がないのは習志野市だけです。 

生の史料・記録や解説を市民に公表・開示できる施設が重要です。 

習志野市の文化性が、関係人口の増加などに結びつく価値・内容なので

はないかと思う。 



藤崎図書館の復活について 

 施設再生計画推進では、社会教育(公民館・図書館政策、リカレント)を

後退させいる。活力あるコミュニティ意識の醸成が疎外され、とても残念

だ。社会教育活動は、まちづくりへの投資です。 

 

・文化・スポーツ財団の合併について 

 ただ、合併顛末、報告でした。新たな法人や、法人化の意義について、

合併、合同？などの「財務諸表に基づく説明」が必要ではないか？ 

これからの活動についても 

相変わらずの施設提供の生涯学習論でよいのか、 

完全に「社会教育論」の概念を喪失してしまっている！。 

また、現在の公民館・図書館事業においても施設提供や生涯学習をやっ

てる感だけで、将来展望のまちづくりに活力を醸成する主体的な市民学

習の課題・戦略的な説明、将来展望をはなかった。 

 



（事業活動における運営指針） 

 広報に公運審委員の募集で 

「公民館のあり方、を審議する」と発信されていた。現在の法に基づく館

長不在、社会教育主事、図書館司書の配備、不在のなかで、諮問・答申

できるのか。 

 

職員の人材確保について 

 行政の価値創造活動の視点からの専門職員確保の施策が重要。 



 いま、「人材の人財化」が言われるが、従来の人材論の範疇の議論でし

たね。 

 行政の価値創造、質を上げるのは、有能な人財の確保，リカレント、リ

スキリングですね。 

 

 

その実現のための政策の目玉として 

3つがあげられた。 

1つが、何よりも「人への投資」を増やすこと。 

2つ目は、「人的資本経営」の実践。 

そして、 



3つ目は、「人的資本の開示」の推進である。 

 

 

 

  

 人口減少対応も、まちづくりの品質から、従来とほとんど変わらない政

策対応でした。 

 自然増・社会増は期待できないわけで現状維持ばかりではなく 

関係社会増を増やす 

→観光地化は、観光資源の少ない中、あまり現実味はないが、 

→生涯学習に寄与する文化・アミューズ価値創造や健康、癒し空間を創

造する策がいいかもね！←ワクワウ感のある施策、事業など。 

市外からも来るような催し、イベント、施設づくり、など 



文化ホールでの音楽コンクールやイベント、コンサートなど 

 

競技スポーツ、プロスポーツの誘致も重要です。 

「関係人口」とは、移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」

でもない、地域と多様に関わる人々を指す言葉です。 

 


